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Ⅰ　人民公社の崩壊と「個人農」制の成立
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農業政策立案責任者の 1人杜潤生は，中国の殷

業制度改革を大きく 2段階に分けているは 1)。第

1期が1979年か ら 84年，第 2期が85年以降であ

る。したがって， 1988年現在は農業制度改革の第

2期にあることになる。第 1期には人民公社の解

体と「個人農」制国 2)の確立，それにともなう政

府統制の撤廃が行なわれた。第 2期で行なわれる

べきことは，杜潤生によれば，農産物市場，農村

金融市場農村労働力市場農村土地使用権市場

の形成であるという。

本稿では，杜潤生のいう第 1期の農業組織と

「個人製Iの経済行動を分析し，現在中国農業が

かかえる矛盾について検討する。

（注 1) 「杜潤生談農村第二歩改革問題」（『新華月

報』 1986年第 7号） 86ページ。杜潤生は1986年現在，

国務院農村開発七ソター主任。

（注2) 中国では，現在の農業組織を生産責任制と

呼び，個人嚢制と呼んでいない。したがって，ここで

ば 「 」の中に入れておく。資本主義社会でいう自作

農や個人農とは，耕地の私有権の点で異なる。

1 人民公社の崩壊と「個人農」制の成立

農業生産組織とは， 諸生産諸要素（土地，水利

施設，農業機械・農機具，労働力，資金） の組合わせ

方式をいう。その組織を特徴づける最も主要な事

柄は，言うまでもなく，土地所有制の様式であ

る。地主によって所有されれば地主制であるし，

人民権力の所有に帰すれば社会主義農業制度にな

る。
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以下において，まず，人民公社時代の生産諸要

素の糾合わせ方式を紹介し，それがいつごろか

ら，何を契機に崩れていったかを述べる。

1. 人民公社組織の特質

人民公社は，中国社会主義建設の原始蓄積を可

能にし，かつ農村の極貧層の社会保障を行なった

組織である。原始蓄積期には工業化に必要な資金

を農村から調達し，かつ農村の生活水準の上昇を

抑える機能を担った。

人民公社は，そもそも， 1957年秋河南省から発

した水利建設運動の過程でできあがってきた。そ

れまでの農業組織は高級合作社であった。平均的

には200~300戸の農家によって一つの高級合作社

が紐織されていた。大水利建設運動は二つの点で

既存の組織の範囲を乗り越えた。一つは，地域的

広がりである。いくつもの府級合作社にまたがる

範囲の水系の工事がなされるようになった。二つ

めは，当時はほとんど人海戦術による建設であっ
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たから，より広範な地域からの労働力の調達が必

要になった。

この二つを可能にするために生まれた組織が人

民公社である。したがって，人民公社は「政社

合ー」と「一大二公」という 2句で，その特徴を

象徴的に表現された。前者は， 政治行政体であ

ると同時に経済体であるという意味である。行政

命令で経済を動かしうる組織体であった。後者

は，一つには大規模で，同時に公有部分が最大部

分を占め，私的部分は僅少であることをいう。た

とえば，自留地という家周りの菜園は極小にす

る。そこを極小にするから，人々の 1日の労働時

間はほぼ生産隊の拘束下におかれるなどなどであ

る。

筆者はかつて，毛沢東時代の農村建設方式は，

この労働力を集団的に動員し，土地への種々な投

資を行なっていくことにあるとし， これを集団的

労働投資と命名した（注 l)。

人民公社はいくつかの変化をへて， 1962年，

「生産隊を基礎とする：：：：：級所有制」に落ちつい

た。生産手段の重要度に応じて，公社管理委員

会，生産大隊管理委員会が所有するものが決めら

れていた。農家数平均20~30戸で構成される生産

隊は，農業生産を行なう単位であり，士地と主要

農具を保有し，配下の労働力を農作業用に組織す

る権限をもっていた。各農家は小殷具を私有し，

士地は家の敷地と家周りの菜園の使用権が保証さ

れていた。菜園の広さは地方によって異なってい

たが，生産隊の耕地の 5~7告が標準であった。

各農民は生産隊ないしは上部機関の命令にもとづ

＜労働時間以外にのみ，菜園や家庭副業に自分の

労働を投入しえただけである。

人民公社の基本構造は以上のようなものであっ

たが，中央で党内左派が力をもつと (1958~60,

新たな矛盾に悩む中国農業

66~76年），公社管理委員会の末端単位の生産諸要

素と農産物にたいする統制力が強まり，逆のとき

は(1962~65,77 ~78年），逆であった。公社幹部は

2種類あった。一つは生産大隊幹部からあがった

もので，これは土着幹部で彼らの給料は生産大隊

から支払われていた。他の一つは県党委員会に任

命された国家幹部である。彼らは国から給料が支

給された。その給料は，その人民公社の生産の豊

凶に関係なかった。

公社管理委員会が生産隊に下達する指令性指標

（違反してはならない一種の法律のごとき計画指標）は

つぎのようであったという。

生産権（注 2) ：主要農産物の種類•生産量・播種

面積家畜頭数。一部の地方では，生産隊にたい

し，各農産物の作付場所，作付・施肥・灌漑・収

穫等の具体的な時間と方法まで指令したという。

主要生産地域では， 指令性計画には， 必要な肥

料，種子，農薬が随伴して供給されていた。この

計画を実現すべく，生産隊の管理委員会は，労働

カの作業編成を行なわねばならなかった。

分配権： 1952年に政府は綿花にたいし，契約買

付け制を導入した。契約であるから，必ずしも各

農民に強制された販売ではない。しかし， 1953

年，食糧と油料作物に， 54年から綿花に，強制供

出制が導入され，市場は閉鎖された。その後， 19

50年代末までに，ほとんどの農作物に，強制供出

制（中国語では統購）と割当て買付け制（派駒）が導

入された。かくして，ほとんどの農産物が政府の

支配下におかれることになった。

農産物の分配方式でこのような制度が可能とな

ったのは，説明するまでもなく，集団化にある。

集団化により，政府は各農民から 1人 1人の農産

物分配権を取上げ，生産隊が単位となって分配す

ることになった。生産隊はまず農業税（現物）分
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をとり，つぎに強制供出分を留保する。そのつぎ

に政府への販売割当て分をとり出ナ。それ以外

に，集団用の留保分をとって，個人には残余が出

役に応じて分配された。残差分配方式と呼べる。

自由市場が発展しえなかったのも，政府の農産

物分配権に対ナるこのような強い干渉か存在して

いたからでわる。

2. 暗々裡に存在していた生産責任制

1959, 60年の大凶作期に， 「単幹風」批判が激

しく行なわれた。 「単幹風」 とは 1戸請負制であ

る。それ以後もこれが浮き沈みしていたことが，

公表されるようになった，．，呉象はつぎ1J)ように言

ぅ（注 3‘.)0 

「すでに， 3年の困難な時期に全国各地で包産到戸

(I戸請負制ー一引用者）が発生した。安徽省では全

省範囲で， “責任田”方式が普及した，これは実質的

に包産到戸である。その後， くりかえし厳しい批判を

行なったが，一部地域では暗々裡にあるいぱ公然と包

産到戸を続けていた。中国共産党第11期第 3回中央委

員会総会以後，中央ぱ思想の解放と統制の厳しい政策

の緩和を強調し，経済の活性化に努めてきた。そし

て，聯系産量責任制（生産鼠リンク責任制 引用者）

を肯定したっこのような情況の下で，暗々裡に包産到

芦を行なってきた生産隊は公然化し， とくに経済が遅

れている地域では急速に普及した。かくして，包産到

戸制は陸続として全国に生まれたのである｛｝この制度

の急速な発展は，実質的には， “左”派政策にたいす

る一部農民の抵抗とみなしてよい」。

包産到戸とは，生産隊から当該農家に生産量計

画などの諸指標と生産諸要素が供給され、 1戸単

位で請負生所を行なう制度である。貞任田という

のは自留地や口糧田（自家用食糧田）以外の，政

府への強制供出と売渡し塾を責任をもりて生産す

る耕地をさす。

ここで重要なのは，人民公社のなかで，非公然

に1戸請負制が存在していた点である。広い中国

であるから不思議なことはないが，個人農の自主
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権を少しでも許すこの制度が存在していたこと，

また1959~61年に安徽省では，全省範囲で 1戸請

負制を試みている点は重要である。今回の人民公

社の崩壊は安徽省から始まっている。

今回 1戸請負制が安徽省で始まったのは1977年

の冬であったという（注4)。のちに人民公社の崩壊

を指導した万里が同省の党書記として就任してい

た， 1978年，安徽省の大部分の地域で10カ月以上

も降雨がないという大旱魃に見舞われた。全省の

耕地面積の90似相当がこの被害にあい，最もひど

いところではほぼ人口の10似に近い 400万人の居

住区が飲料水にこと欠くほど深刻な旱魃であっ・

た。したがって，一部の生産隊では共同耕作を放

棄するところさえ出た。省党委員会はこのような

土地を各個人農に貸与し，耕作することを許し

た。ところが，この個人農耕作が大成功し，秋の

播種面積を拡大することができた。

ちょうどその頃，中央では，毛沢東の述べたこ

とがすべて正しいか，事実が真理の基準になりう

るのかという論争の最中であった。安徽省の大旱

魃克服の成功という事実が一つの真理基準とな

り，生産責任制導入の突破口を開いたのである。

これが1978年12月の第 3回中央委員会総会におけ

る生産隊権限の強化決議につながった。

3. 私的要素の拡大過程

第 3回中央委員会総会では重要な 2点が決定さ

れた。一つは，農産物の政府買上げ価格を平均

24.8叡引上けること，第 2は生産隊の自主権を尊

重することの 2点である。

同会議の決議は下部に通逹され，討論をへて19’

79年 9月に，正文となった。この決議を私的要素

の拡大過程からみるとつぎの点が重要である

（注5)

゜
(1) 生産隊の労働カ・士地・役畜， 機
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械，資金生産物，物資などを，いかなる上部

機関も無償で調達してはならない。→この規定

は「個人農」についてはふれていないから私的要

素の拡大；こは直接関係しないが，過去の左派の

政策を痛烈に批判する内容をもつものである。

(2) 人民公社は全面的に働きに応じた分配制

度をとり入れよ。→安徽省では1978年の成功を

背景に， 79年に各種各様の生産責任制の導入が

怒濤のことく試みられた（注6)。

(3) 辺境地域では 1戸請負制をとってよい。

→平原地域でもすでに 1戸請負制が導入されて

いたが，党中央はいまだ公式には認めなかった。

(4) 自留地， 自留畜，家庭副業， 自由市場の

四つは社会主義経済の軍要な補完物であり，決

して「賓本主義経済の尻尾」ではない。→左派

のそれまでの政策の徹底的批判を意味する。

同年11月に閲催された全国食福会議では，政府

への売り渡し任務を完遂したあとは，食糧と油料

作物を自由市場で販売することが許された（注7)。

これで， 自由市場で販売してはならない農産物

は綿花のみとなった。すなわち，個人農ではない

が，生産隊が竜要農産物の販売権を確保したこと

を意味する。

私的要素の拡大で決定的に重要な年は1980年で

ある。現実は1979年の安徽省のように，各地で種々

な生産責任制導入が勢いよく進み，党中央ではそ

れをどう方向づけるか激しい議論が展開された。

たとえば，四川省では自留地面積を従来の 5~7

ほから10苫に拡大，寧夏自治区は最大12俗まで許

可した。映西省は 1頭の個人用家畜にたいし， 1 

ムー (6.n←）の飼料を個人農用に配分することを

決定した。山林についても，各地で個人農用の自

留山を陸続として認めざるをえなくなった（注8)。

これらは個人農の副業生産の拡大， したがって，

新たな矛盾に悩む中国農業

自由市場の拡大を促進する動きである。

党中央はこのような急激な動きを，厳しい党内

論争を繰り返しながら，公式に認めざるをえなく

なった。その重要な決定は同年9月に開催された

各省・市・自治区の第 1書記座談会においてであ

る（注 9)。そのなかで， とくに重要な 3点がある。

(1) 自留地と飼料地を全国範囲で耕地の15似

まで認めてよいこと。これには限定がついてい

て， 1戸請負制を導入していない地域に限って

いる。 1戸請負制を導入した地域ではもはや自

留地の拡大は意味がない。

(2) 1戸経営制（包幹到戸）を社会主義経済の

原則に違反していないと決定したこと。 1戸請

負制と 1戸経営制との相違はつぎの点にある

（注lO)。前者は，個人農家に生産隊所有の耕地と

生産諸資材を提供し，農業税と政府売渡し鼠を

生廂隊に納入させる方式である。労働力の作業

編成も生産隊の指示が存在する。後者は，耕地

と農業税および政府売渡し量については前者と

同じであるが，生産諸資材や農作業の労働力編

成は各戸の農家にまかされる。すなわち，個人

農は農業税と政府売渡し量さえ完成すれば，ぁ

との生亮量は自分のものとなる点で，個人経営

に限りなく近づいている。

(3) 特定の諸生産業種を生産大隊との間で契

約して請負う方法（中国語で専業承包と呼ぶ）を認

め，推進することを決定したこと。たとえば，

綿花や食糧の生産請負もあるし，運輸などの非

農業部門を 1戸で請負うなどの方式である。

(2)と(3)が今日の「個人農」制の原型である。こ

の方式で最も重要な点は，労働力にたいし，生産

大隊ないしは生産隊が拘束力をもたないという点

である。この頃から「専業戸」，「重点戸」という

「個人農」が出現するが，その規定は，前者が農
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家の中核労働力が生産隊の共同労働からはずれ，

自分の家の経済活動に専念する農家，後者は中核

労働力がいまだ共同労働に拘束されているが，子

供，老人など半労働力といわれる者が自分の家の

労働に専念するものをさしていた。

以上の経過で次第に私的要素が急速に拡大し，

党中央でもこれを認めるか否かで大論争が展開さ

れた。半年ごとに改革派の力が強くなっていった。

この情況：まほぼ 2年間続き， 1982年の末には，全

国範囲で「個人農」制が確立することになる。 19

82年11月に開催された全国農業書記会謗で，改革

派の先頭を切って人民公社の解体を指導してきた

万里はつぎのように，保守派を厳しく批判した

（注11)

「生産量リンクの請負制の推進は1廊風満帆で推移し

ていない。それを阻止する力がある。その勢力は主

に，一部の指導幹部の思想に由来する。……批判する

人々は‘‘請負”という字や‘‘各戸”という字をみる

と，ほとんど“条件反射”を起こす。小グループに

‘'生産を請負わす”で恐れ，各戸請負制でさらに驚

き，各戸経営制となると，最も恐れている」。

各種の請負制は1980年から始まり， 82年にはほ

ぼ全国範囲で， 1戸経営制が導入されたのであ

る。

4. 「個人農」制を急速に普及させた要因

中国と言えば人民公杜，人民公社といえば中国

と想起するほど，世界の人々に謄灸された人民公

社組織ばほば25年の寿命であった。この歴史が長

いと考えるか短いと考えるかの解釈は後世の歴史

家にゆだねたいと思う。ここでは現在の時点で

筆者に考えられる崩壊の要因を指摘しておきた

い。

第 1。人民公社崩壊は辺境，後進地域からき

た。これぱ上述の経過からほぼ確実に言える事実

である。筆者はこの4口実を若干中国の近代の歴史
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のなかで考える誘惑にかられる。

中国共産党が革命に成功したのは辺境の農民革

命によるものであったことは，ほぼ人々の定説に

なっている。言うまでもなく，辺境に建設した解

放区と土地革命である。

1953年以後の経済建設期において，当初， ソ連

のスターリンの建設モデルを模倣したが，その方

式を変えていった力は農村であった。当初，共産

党が予想した農村の合作社化は1967年までの当時

考えられていた第3次5カ年計画期の終了時に完

成することであった。このスケジュールを大きく

かえたのは，毛沢東さえ予想しえなかった農村指

導者と一部農民の合作社化への熱意であった。具

体的には耕地そのものも協同化より，山川沼沢に

対する協同開発（水利建設，植林，道路建設）による

集団的労働投資であった。合作社を人民公社に移

行させた力も，やはり畑作地域の山区から発生し

ている。

1977, 78年に人民公社のなかに私的要素を入れ

込んだのも，やはり，旱魃にあい経済的に遅れた

安徽省の最も貧困な地域で発生している。工業化

のために中央に集積された資金が再配分されず，

貧しいままに放置されていた辺境地で， 1戸請負

制が党中央の政策に反した形で試みられている。

1979年9月，党中央が辺境地での 1戸請負制を承

認せざるをえなかったことは，人民公社が担って

いた工業化のための原始蓄積機能から，農産物価

格を安価に据え置かざるをえなかったこと，その

ような地域への開発資金を再配分しえなかったこ

とを如実に示している。

第 2。しかし，そのような地域の所得の上昇

を，集団的労働投資では救いえず，自留地の拡大

ゃ1戸請負制という個人農家のインセンティブに

依拠しないと解決できなかったという点は，手エ
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業段階における協同農業組合制度がもつ本質的な

宿命一労働意欲の喪失が存在していることを示す

と解釈できよう。保守派は，自留地拡大と 1戸請

負制にもとづく現実的な生産成果の前に敗退して

いった。

第 3。農産物の多重価格の発生が私的要素の拡

大を促進した。 1979年の夏作の買付け価格から大

幅に引上げられたが，超過達成部分に対しては，

さらに50古のプレミヤがつけられた。 1979年以

後，綿花を除くすべての農産物は自由市場での販

売が可能となった。この自由市場価格はプレミヤ

付価格よりさらに高かった。したがって，公定価

格，プレミヤ付価格， 自由市場価格の 3層の価格

が併存することになった。

このような情況下で，農民が農産物販売に対し

てとる行動は自明である。あらゆる手段を講じて

公定価格による販売をへらす行動に出た。 1979

年，強制供出による食糧の政府買付け量は3150万

％であったが， 81年には2432万旦と， 23ttいも減じ

ている (itl2)0 1985年には食糧の政府買付け割当て

うち，公定価格分は30叡とせさるをえなくな

った。

（注 1) 拙著『中匡の経済と技術』勁草盆房 1975 

年3

（注2) 張思賽「1980年的中国農業」（中国経済年

鑑絹集委員会絹『中国経済年鑑 1981』北京経済管

理雑誌社 1981年） IV-12ページ。

（注 3) 呉象「阻閲道与独木栢」（『人民日報』 1980

年11月5日）。

（注4) 周日礼「安徽省的農業生産責任制」（『中国

経済年鑑 1981』所収） m-62ページ。

（注5) 「中共中央関於加快農業発展若千問題的決

定」（同上年鑑所収） II-100~107ページ r

（注6) 周日礼前掲論文。

（注 7) 『人民日報』 1979年11月26日。

（注8) 張思窯前 掲論文 N-14ページ。

（注9) 「中共中央 国務院縛発国家農委“関於稜

新たな矛盾に憐む中国農業

極発展農村多種経営的報告’'的通知」（『新華月報』 19

81年第4号） 107~108ページ。

（注10) 川村嘉夫「経営組織の変容」（山本秀夫他

『中国の長期経済計画下における農業政策』日中経済

協会 1983年） 51~52ページ。

（注11) 万里「追一歩己経開創的農業新局面」（『中

国経済年鑑 1983』所収） II-155ページ。

（注12) 『財貿経済』 1982年第 9号 51~52ページ

より算出。

II 「個人農」制の組織形態とその他

の農業組織

「個人農」制の発展に伴い，経済活動のどこま

でを各農家にゆだね，郷や村政府はどこの範囲を

保有し経営するか，ばらばらになった各農家経営

を新しい農業協同組合でどこまで再組織できるの

かなどは，解決すべき新しい課題として登場し

た。これらの問題を解決するために，党中央から

出された政策の分析をとおして，現行の「個人

農」制の特質を描き出したいと思う。

1. 耕地の分配問題

(1) 所有権と使用権の分離

1戸経営制が普及するには各農家に耕地を配分

しなければならない。改革派はあくまで社会主義

経済の原則を理論的に堅持するために，基本的な

生産手段である耕地に対しては，所有権と使用権

を分離し，使用権のみを分配するという考えをと

った。したがって土地の売買はいっさい認めてい

ない。実際には，人民公社の崩壊過程で各地で耕

地売買がみられた。耕地はあくまで集団所有制

（村有）であるとしている。借地権のみを農民に

与え，その権利を政府が保証するという形式をと

っている。

(2) 村役場からの借地条件

1982年 4月，中国政府農林牧漁業省で取材した

7 
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際には，借地期間はほぼ3~5年とするという説

明を受けた。その期間が切れたあとは，耕地の割

換えもありうるということだった。しかし，現実

は異なる方向に進展した。農民が土地改良はおろ

か，有機肥料さえやらなくなり，化学肥料のみに

依存し，地力収奪型農業になり始めた。農民のこ

の行動にあい，党は借地期間を15年以上とした。

これを決定したのが1984年 1月 1日の「中共中央

の1984年の農村政策にかんする通知」である（注 l)。

上限なしの15年以上なので，常識的に考えれば，

農家の戸主が農業に従事している限りは，その耕

地を彼は排他的独占的に使用できると解釈してよ

かろう U

途中で農業に従事しなくなった場合や労働力が

不足し耕作に不都合が生じた場合は，村役場の許

可をうけたうえで，第 3者に又貸ししてよいと規

定された。その際，又貸しする方は，借受ける方

から公定価格で自家用食糧を受けとってよいとさ

れた。一種の「小作料」の発生である。これも条

件がついていて，強制供出制が存在するかぎりと

なっている。強制供出制は次年の1985年に撤廃さ

れた。したがって，「小作料」支払いは公定価格に

よる食糧でなくてよいことになる。耕地使用権賃

貸の需給関係によっては， 「小作料」が上下する

ようになろう。これは，土地使用権に価格がつき

始める突破口であろう。借地権の相続については

全く末決定である。

(3) 借地の各農家への分配方式

借地分配基準を何にするかはその後の農業発展

に大きな影響を及ぼす。なぜなら農家経営規模を

決定するからである。

1984年末から85年初めにかけて行なわれた全国

3万7422農家の抽出調査結果をみると（注2)，つぎ

のとおりである。世帯人口割分配70.1歩，世帯労

8 

働力割分配7.7佐， 両者の組合わせ分配21.3似，

技術水準別分配0.4~蹂。

つまり， 70~80佐は子供，老人を含めた世帯人

ロ基準で分配している。きわめて強い平均主義が

貰かれている。われわれはこの分配方式を知る

と，即座に1947~51年の士地改革時の土地分配方

式を想起する。さらに古くは，中国共産党内で19

35年に毛沢東が権力を握ったときも，江西ソヴィ

エト区の土地間題でこの平均主義原則を主張する

ことで， ソヴィエト派に勝利したことを思い起こ

す。ソヴィエト留学派は労働力基準を主張してい

た。

さらに，この平均主義は同一生産隊内の肥沃

地，中等地，痩せ地をそれぞれ平等に分割し，分

配している。つぎの江蘇省の江陰県の例を引用し

よう（注 3)。

「•••••農民の平均主義思想に迎合し，肥沃地と痩せ

地，家から近い耕地と遠い耕地，食糧田と綿田，苗田

と本田， 2毛作田と 1季作田とをそれぞれ組合わせ分

配した。このため各地で“どの家も食糧，綿花，油料

作物を栽培し，どの人々も農業も副業も工業もやり，

1戸ごと小さくて何でもやる経営形態”となった」。

この分配方法は次節で述べるとおり，深刻な問

題を内包することになる。

2. 林地，草地および漁場

耕地以外の山川沼沢はほぼ耕地と同様「個人林

家」，「個人牧家」，「個人漁民」にそれぞれ林地，

草地，漁場を長期にわたり請負わす方式を採用し

た。たとえば，林業では自留林と呼ばれる個人用

林地を請負わせて造林させる。大規模なものは専

業林家に一山とか丘一つを全部請負わせて開発さ

せたり，植林させる。林地そのものは国有や集団

所有のものであるが，樹木は回収までに長期を要

するので，造林した立木の相続を認めた。

紙幅が許さないのでその政策変化の経過は説明
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できないが，いずれもすでに1980年頃から私的な

請負制が進行してきた実態を法的に保証すべく，

基本法が 3~4年の議論ののちに制定された。

中華人民共和国森林法 1984年 9月20日

中華人民共和国草原法 1985年 6月18日

中華人民共和国漁業法 1986年 1月20日

耕地と山川沼沢を合わせて， 1985年にはほぼ使

用権の私有化という原則で，党は法的規定を行な

った。

3. 水利諸施設，農業機械，役畜

「個人農」制の進展にともない，公有の生産手

段をどこまで「個人農」に分配するかという間題

が政策の焦点となった。いわゆる「分」と「統」

の問題である。 「統」は公社あるいは生産大隊の

管理委員会が管理し，個人に使用権を渡さないも

のをさす。ここでは水利など，主要な 3項目をと

りあげる。

(1) 水利諸施設

水利諸施設に対する管理権は，人民公社あるい

は生産大隊が建設したものについては，それぞれ

の管理委員会の手中にあった。公社内に専門水利

管理処を設けて，管理してきた。人民公社の崩壊

ぱ，この水利管理機構の崩壊を意味する。 1980,

:81, 82年の 3年間が最も混乱した時期である。そ

の混乱の情況を水利電力省大臣錢正英の発言で紹

介する（注4)。

「とくに， 1戸請負制・ 1戸経営制を実行している

地方では，灌概用水面で新たな矛盾が発生している。

たとえば，水利工事や修理はしない，ダム・貯水池の

貯水飛は大幅に減少，揚水機械の保管は悪く，ひどい

ところではそれらを売却し，その代金を分けてしまっ

たり，専門管理機構を解散したところが多くある。

……用水上の紛争は大幅に増加した。旱魃期には水争

いを起こしている。とくに，南方では上田から下へ，

灌水と排水とを連結している水田では．途中で，水を

取りすぎたりして紛争がはなはだ多い」。

新たな矛盾に悩む中国農業

1949年以前の旧中国農村ではとくに南方で集落

や村々の間で，鎌，棒，鍬などをもっての水争い

がしばしば発生した。これを械闘と呼んだ。今回

同じような紛争さえ発生している。 1982年 7月時

点で，全国の人民公社のうち，水利管理センター

が残っているものはわずか50似であった（注 5)。お

そらく，その後さらに少なくなっていったと思わ

れる。

政府はこのような水利管理機構の全面的崩壊を

食いとめ，再建するための政策をとらざるをえな

くなった。その最初の手が打たれたのが， 1982年

7月，水利電力省から出された「農田水利の管理

責任制を強化する指示」である（江6）。この内容を

以下に示す。

所有制関係：すべての水資源は国有とする。農

田水利のあらゆる施設は，農民個人が自家用とし

て掘ったものを除き，国有か集団経済の財産とす

る。

管理・使用権限：人民公社あるいは生産大隊が

建設した小型水利諸施設の管理は，水利収益とリ

ンクさせた請負責任制を採用する。具体的な方法

は，つぎの 4種類。（イ）専門請負制一ー公社や大隊

が専門班，管理所などを設立して，損益を請負

う。新機構の内部では，さらに小グループ，個人

請負が許される。（口）単項請負制一一ー動力井戸，小

型揚水所， 小型排水施設などをグループ， 「個人

農」， 個人に請負わせる。（ハ）全面請負制ー一→井

戸，貯水池，人蓄の飲料水施設などを，「個人農」

に全面的に経営管理を請負わす。減価償却費，請

負料支払，人件費支払と管理費収入との差の損益

については請負者が責任をおう。（二）季節請負制

—灌漑の時期だけに，灌水班を組織し，責任請

負する方法。

所有権は国か集団に，使用経営権をグループか

， 
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個人農という原則で，水利管理体制を再建しよう

としている。使用権の貸与期間などは規定されて

いない。

水利管理に請負制を導入すれば，少なくとも水

利諸施設を維持するだけの収入をえなければなら

ない。このため水費基準の算出をやらざるをえな

くなったc 1985年7月に，国務院は水費に関する

法律を制定した（注 7）。このなかの農業用水の水費

算出で， コス戸のなかに大衆動員して作った固定

資産の減価償却費は入れないことが規定されてい

る。農業に安い水を供給するという考えからと思

われるが，農田水利事業を拡大再生産しようとす

ると，この規定は不適当である。最近のように 1

労働日の賃金コストが上昇していることを考える

と，一層この印象を強くする。

(2) 農業機械，役畜

人民公社時代ぱ，農業機械は生産大隊か生産隊

の管理下に置かれていた。「個人農」が所有でき

たのぱ小農具だけであった。役畜は生産隊所有で

あった。これらの生産財の私有化は，耕地と同様

に農民が先んじて行ない，政府がその現実を法的

に追認せざるをえなかったという経過を辿ってい

る。たとえば江蘇省のトラクターの私有情況をみ

ると， 1980年に426台， 81年に 1万台を超え， 82年

には 5万7000台となった（注8)。生産大隊の農民へ

の払い下げが急速に進行したことがわかる。

これにたいし，党の政策は， 1979年 9月の農業

生産を加速する指示のなかで，国営トラクタース

テイションの他：こ，人民公社あるいは生産大隊が

トラクターステイションを設立してよいと規定し

たままで，私有化が進行する事態にたいし， 80~

81年は新政策が打ち出されなかった。 1982年11月

の全国農業書記会議で初めて，個人農あるいはグ

ループでの農副産物加工機械，小型のトラクタ

IO 

ー，動力船の所有を承認した（注9)。1984年 2月に

は，農業用トラックの私的所有も認めざるをえな

くなった。

ただし，農民の経済力から多様な所有・管理形

式が生まれている。個人所有・公有で使用は個人

農家（一種のリース），複数の農家の共同所有共同使

用， 農業機械専業農家保有（非保有農家の耕地を賃

耕），さらに民間のトラクターステイションの設

立などである（注10)。

1984年末，全国農家の抽出調査によると，農家

100戸で役畜47頭， 小型トラクター 3台， ジーゼ

ル1台，モーター 3台，ボンプ 1台しか保有され

ていない。したがって，役畜やトラクターは共同

使用の形態をとらざるをえない。所有と管理形態

別では，全体の生産用固定資産は平均で共有15.4

腐このうち役畜，大型鉄熙・木製農具は共有が

20古，農業機械では42~蹂であったという（注ll) 。

この数字から，役畜やトラクターの共同使用さ

えできず，全く手労働に依存している農家が40佐

は存在すると推察できる。

4. 政府の農業計画と「個人農」の自由度

これまで，農業生産手段の私的部分の拡大の経

過を追跡した。労働力はもとより生産隊の拘束か•

ら離れ，家長が自分の判断で作業編成できるよう

になった。これにともない，政府の農業統制の用

具が次第に弱体化していった。従来，政府は農業

の直接生産過程と流通過程にたいし直接統制を加；

えることによって農業を政府が望む方向で動かし

てきた。それは両過程にたいし，違反してはなら

ない指令性指標を生産隊に下達することで行なっ

てきた。この方法を維持できなくなり，二つの方

向で自由化を進めている。一つは直接生産過程に

たいする統制を緩め，農産物流通面の統制に移ず

こと，二つ目は，流通面の統制それ自体を緩め，
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市場経済にゆだねる方向である。

(1) 直接生産過程に対する統制緩和

1980年初，四川省政府は作付面積指標を撤廃，

生産量指標のみとした。同年中葉，青海省政府は

生産計画を下達せず，食糧・油料作物・主要畜産

物の販売量指標のみを下達した。これは直接生産

過程の統制の撤廃を意味する。同年11月，浙江省

政府は作付面積と生産量指標を撤廃した。 1980年

冬には全国で作付面積指標が撤廃された（注l2)。

以上はいずれも省政府レベルの動向である。全

国では， 1978年以前，農業関係の指標は21項目，

31指標であった。これは指令性か否か不明だが，

生産と流通の両過程を含んでいると思われる。 19

81年に16項目， 20指標に， 82年に13項目に減少し

た（注i3)C

生産過程の指令性指標が全面的になくなるのは

1985年からである。

(2) 流通過程に対する統制緩和

人民公社時代には五つの農産物出荷方式があっ

た。政府の統制が強い順から述べると，第 1:農

業税，第 2:強制売渡し制（統購），第 3:割当売

渡し制（派購），第 4 :協議買いつけ（議購），第 5

：自由市場である。第 1は1985年から金納制が導

入された。改革の二つめの方向は第 2, 第 3の比

率を次第に縮小して，契約売渡し制にしていくこ

とである。

1978年冬，河北省の普県がすでに契約売渡し制

を試行したという。全国各地では1980年に試みら

れるようになった（注14)。1983年10月には商業省の

割当て買付け品目数を43から 18へ，翌84年 7月に

はさらに 9品目へと減らした。 1984年10月には，

強制売渡し品目七つを指令性指標とし，生産統制

はなくすと公表したが， 85年 1月 1日以後，強制

売渡し制そのものを全面撤廃し，主要農産物のみ

新たな矛盾に悩む中国農業

契約売渡し制に切りかえた。他は自由市場にゆだ

ねることになった。

ここでも政府がつねに後手に回り，自由化の現

実が先に進んできたことがわかる。

以上の経過をへて， 1985年以後，中央政府が考

える方向に農業を誘導していくという，中央政府

の政策手段はきわめて小さいものになったことが

知られる。 1985年以後に政府が保有する政策手段

は，農民の政府への売渡し量と引きかえに肥料，

農業，農業機械，非食糧生産農家（たとえば，綿農）

への食糧，石油などの農民への供給だけとなっ

た。これらの物資は，政府により市場価格よりず

っと安い公定価格で供給されるから，政策手段と

しては一定の有効性をもつはずである。

しかし，別の側面からみると，この有効性にも

一定の限界があるようだ。第 1は，政府へ農産物

を売渡すだけの経営規模の農家は全農家ではな

<, 3分の 2の農家はこの政策の対象になってい

ないという点である。人民公社の解体以後，政府

ヘ農産物を売渡せるだけ生産している農家がどの

くらいあるかの調査資料は，筆者はまだ得ていな

い。そこで間接的な資料から判断する。 1984年末

に，国務院と党の農村研究センターは，全国農民

の典型調査を行なった。この調査結果によると

（注15)，農家世帯人口 1人当りの純収入の階層別構

成比は， 200元以下が26．況蹂， 200~400元が37.2' 

佐占めている。 200元以下は貧困層である。 この

収入は各農家の自給部分も価値計算されて含まれ

ている。この層は農産物をほとんど売出していな

いと推測される。 200~400元の階層の農家の商品

化量も僅少であろう。すなわち，全農家の 3分の

2に近い63.5似は政府の政策対象外にあり，まさ

に自由なる自家経営農家と言えよう。 したがっ

て，上述の政策が有効に働く農家は，全国農家の
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ほぼ 3分の 1といえる。

では，この 3分の 1の農家に対しては政府のこ

の政策は有効に働くか。楽観を許さない条件があ

る農村にはすでに，農産物と農業生産諸資材の

自由市場が存在し，それぞれにつき，多竜価格が

存在する。最も安い価格が，いずれの場合でも政

府の公定価格である。しかし，農産物の自由市場

での販売価格の方が相対的に高いならば，農民は

農業生産諸資材を自由市場で購入し，公定価格に

よる政府への売渡し量契約量を減少させるという

行狐こ出よう。このような行動に出られる農民は

商品化景が多く，農産物自由市場がよく発達して

いるデルタ地域，農産物商品化基地といわれる農

業中心地区の経営規模が大きい農家であろう。こ

れについては実証研究が必要であるが，筆者はい

まだそれをしていない。 1979~82年の多璽な農産

物価格が存在するときに，農民がどのような行動

をとったかはすでに紹介した。ここでは，政府の

安価な農業生産諸資材供給による農業誘導という

政策は，市場の力に敗北していく可能性があるこ

とを指摘しておきたい。

1984年の食糧生産は 4億トンを超える大豊作であ

った。 しかし， 次年度は 9寡もの大減産となっ

た。これにより 1986年は再び食糧生産強化の政策

に転換した。食糧播種面積は， 1986年は66万7000

芦（対前年比4苓増）拡大された。食糧生産の収益率

は他の経済作物より悪いので，政府が何らかの措

置をとらないかぎり，農民は作付面積を減少させ

る行動に出るのが自然である。政府はどのような

政策をとりえたか。多くの場合は，県，郷などの

地方政府と購買販売協Iii]組合とが農民を説得する

方法がとられている（注16)。しかし，このような行

政的な政策は，次第に減少していくであろう。

（注 1) 『新華月報』 1984年第6号 82~86ペー

ジ

（゚注2) 中央書記外農村政策研究室 国務院農村発

展研究中心 農村調査領導小組「全匡農村社会経済典

型調査情況綜述」（中国農業年鑑編輯委員会『中国農

業年鑑 1986』北京 農業出版社 1986年） 305ペー

ジ゜
（注 3) 陳華霙「経済発達地区農業的根本出路右於

更新家庭聯産承包責任制」（『農業経済問題』 1986年第

1号） 23ページ。

（注 4) 「加強農田水利責任制 充分発揮現有工程

炊益」（『新華月報』 1982年第6号） 110ページ。

（注 5) 評論員論文（『人民 H報』 1982年 7月3

日）。

（注6) 『中国農業年鑑 1982』408~409ページ／

『人民日報』 1981年 7月25日。

（注 7) 「水利工程水費核言」’ 計収和管理滸法」

（『人民日報』 1985年 7月31日）。

（注8) 陳昇「対農民家庭経営農機的評憫」（『経済

研究』 1986年第 3号） 65ページ。

（注 9) 『人民日報』 1983年 4月11日。

（注10) 楊立功「我国農業機械化的現状和発展趨

勢」（『農業経済問題』 1984年第 1号） 39ページ。

（注11) 中央書記外農村政策研究室前掲論文

302, 307ページ。

（注12) 張思裔前掲論文 IV-12ページ。

（注13) 呉象「聯産承包責任制与農業計劃管理」

（『農業経済問題』 1983年第 2号） 4ページ。

（注14) 張思賽前掲論文 IV-12ページ。

（注15) 中央書記外農村政策研究室 前掲論文。

（注16) 日中経済協会『1985年の中国農業』 1986年

15ページ。

m 農業の再協同組合化と「個人農」

制の新矛盾

1. 再組織化の構想

人民公社の消滅で，政府は 1｛意8000万戸という

大海原のような「個人農」をどのように組織する

かという新しい課題に直面することになった。中

央政府が彼らを政府が求める方向に誘導すること
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に失敗すれば，国民経済の全体の発展計画の実現

に不利な影響を与えよう。政府が当面解決しなけ

ればならない農業問題は、全体の農業発展の実

現，農業労働生産性の向上，貧困農村の開発輸

出農業の実現，農産物商品化の向上などである。

どのような農業紐織を通せば，最も順調にこれら

の問題が解決されるか。

人民公社に替わる農業再組織化の方向は，つぎ

のように考えられていたは 1)。

一般「個人農」→重点農家→中核専業農家→

中核専業農家による新型農業協同組合（中国語で

新経済連合体） →農工商連合公司

「個人農」の経営規模を次第に拡大してゆき，

綿花，穀物，タバコなど各農産物生産に中核とな

る専業農家を育成する。すると，必然的に農村内

の分業が深化，発展し，農業生産財供給，農産物

販売，加工運輸，技術供与などの農業の非直接生

産過程を協同組合化できるし，またしなければな

らないと，党中央は考えた。この再組織を新経済

連合体と呼んでいる。新型農業協同糾合といえよ

う。それが成長していくと，農工商連合公司にな

るものと考えた(it2）。この非直接生産過程とは，

前方連関部門，後方連関部門と呼はれろ部門であ

る。

新農業組練の農工商連合公司は， 1980年にすで

に国営農場が改組されたものが存在している。 19

78年まで国営農場経営は全般的に赤字でたった。

この最大の原因はそれまで国営農場が農業生産だ

けに特化させられ，農産物加工，加工品の販売が

許されていなかったことにある。すなわち，付加

価値が多い部門は工業，商業部門が行なってきた

のである。それを変更し，国営農場自体が農産物

加工，商業，建築などを行なえる組織にかえた。

畜産の且膚農場は畜丁-百肛連合公司になり， これは

新たな矛盾に憐む中国農業

乳加工，加工品や鮮乳の販売を行なう。この連合

公司は旧来の国営農場という行政的範囲のみでな

く，その外部（外国を含む）と，種々な経済連合を

行なえるようになった。 1983年末の段階では，農

墾系国営農場のうち， 70f界の農場に 359の農工商

連合公司が設立されたと報じられた（注 3)。

重要なことは， 1982,83年頃，党中央が人民公

社を解体し，権力を郷（鎮）政府に移管したあ

と，経済を統括する組織としてこの連合公司を考

えたことである。実際に大都市近郊の生産力の商

い人民公社で，連合公司を創設したところがあ

る。たとえば，北京郊外の黄土嵐人民公社は， 1g,

82年に黄土嵐農工連合公司に看板をかえた。すな

わち，政府は国営農場を改組した農工商連合公司

に類似した新組織を，人民公社なきあとの農民を

掌握する経済の組織形態と考えていた。

最高段階である農工商連合公司の前の組織と考

えている新型農業協同組合は，農業生産材の供▲

給，農産物の販売・加工，情報・技術などの諸部門

を担当する協同糾合を想定している。たとえば，

養鶏農家10戸が一つの組合を結成する。そのなか

の1戸は育雛専門農家に，他の 1戸は飼料生産・

供給農家となり，他の 8戸に供給する。この10戸

の農家が一つの司令塔をつくる。つぎにこのよう

な各種各様の協同組合を各級の行政体の範囲で~

合する連合社をつくる。人民公社がもっていた政

治権力は郷（鎮）政府が引き継ぐ。 経済活動の方

は郷（鎮）経済連合社を創設し＊ これが担当す

る。そして上向して，県経済連合社を 1県ごとに

つくる。さらに，省経済連合社を設立する。下向

して，生産大隊には，村経済連合社を設立する。

いまだ体系的な構想としては出されていないが，

1983年11月の万里報告， 84年3月の田紀雲談話か

らほぼこの考えの輪郭がわかる直 4)。
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2. 日本の農業協同組合との比較

この構想の背後には， 日本の農業協同組合組織

を参考にしているふしが感じられる。 1983~85年

に日本へ来た中国農業代表団の多くは， 日本の農

業協同組合組織にきわめて強い関心を示し，調査

して帰っている。

日本の農業協同組合の特質を中国の人民公社と

比較するとつぎのようになる。日本では1940年代

後半の土地改革により，地主が消滅し，自作農制

が成立したL，農業の直接生産過程は各自作農が独

立した経営主体として農業経営を行なう。しか

し，農業協同組合は，直接生産過程以外の前方連

関後方連関農村金融の部分をほぼ組織化し

た。農業機械・化学肥料・農薬・市場情報・種子

の供給，種々な技術指導は，農業協同組合を通じ

て行なわれる c 農産物の販売は，農業協同糾合，

水産物は漁業協同組合，林産物は森林組合を通さ

ないと，実現できない。これらの協同組合が消費

者市場と連携しているからである。農村金融は，

前方連関部門，直接生産過程，後方連関部門の全

過程に必要である c

1945年以前では，米の集荷と集荷のための農村

金融事業が農業協屈組合の活動の中心をなしてい

た。 とくに特定農産物で商品化率の高い地城（た

とえば，果樹や茶）では農業協同組合の最も重要な

仕事は後方連関部門のなかの出荷における選果過

程である。選果過程とは出荷する農産物の品質を

統一，規格化し，商品価値を高める過程である。

1950年代以降， 日本農業の近代化にともない，

農業協同組合の役割が変化した。最も大きな変化

は，農党投入財の供給面である。 とりわけ，種

子，精液，伍木などの優良品種を供給し，

の向上と付加価値の増大に大きく る活動に

るようになった。農産物や畜産物の

I4 

品質を改善し，規格を統一し，市場競争に打ち勝

っために，農業協同組合は各個人農にたいし品種

の指定，マニュアルどおりの作業の強要，出荷時

には選果場において規格外農産物の排除などを行

なう。この規定はきわめて強い。各個人農の自主

権はほとんどない。

中国の人民公社制度は直接生産過程の集団化が

最も重要であり，この基礎のうえに前方・後方連

関部門と金融部門の協同化が成立していた。日本

の農業協同組合は，直接生産過程は個人農である

が，前方・後方連関部門と金融部門が協同組合化

され，ここの部門がきわめて強力なので，個人農

は自己の士地を私有しているが，自主権はほとん

どない。農業協詞組合の方針に違反したら，個人

の農業は成立しない。

つまり，農業協同組合の対農民諸規制を社会主

義的と定義すれば， 日本の農業組織は，人民公社

解体後の中国農村より，より「社会主義的」です

らある。それは，中国では，中核専業農家や新経

済連合体が未発展であるからである。

3. 再協同組合化の実態

(1) 中核専業農家の動向

農村の分業化を促進する尖兵と考えられている

中核専業農家の発展はきわめて遅い。中国語で

と五われる中核専業農家は，迂余曲折

を経てつぎのように定義されている傭 5)。

（イ） 農家の主要労働力あるいは多数の労働力

が特定の専業に従事する時間が60叡以上。

（口） 特定専業からの収入が農家全収入の60似

以1ご，農家全収入は政府からの各種補助金，送

金，家の財産処分収入，利子収入，拾得物収入

などを除外した労働をとおしての収入をさす。

（I} 特定専業生産物の商品化率が80侶以上の

農家（食糧専業戸は商品化率60佐以上）。
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（二） 販売収入（出稼ぎを含む）が当該地の県の

1戸当り平均販売収入の倍以上の農家。

以上四つの条件をみたしている農家を中核専業

農家と呼んだ。

1982, 83年の党中央の期待にもかかわらず，中

核専業農家全体は伸び悩んでいる。狭義の農業で

は，むしろ減少傾向にすらある。1983年末に非農業

を含めた中核専業農家はほぼ全体の12叡前後と推

定されていた。 1984年末では425万6000戸で（注6)'

農村全世帯数 1億8800万の2.3名である。 この数

字の変化は概念を上記のようにしたためと思われ

る。 1986年以後は「専業戸」や，「万元戸」にかん

するニュースは急減した。そのきっかけは， 1985

年 9月23日の党の全国代表会議における陳雲発言

である（注 7)。

「農民のなかで農副業に従事していて裕福になった

“万元戸”はごくごく少数だ。一時期，新聞紙上で

“万元戸’'を宣伝しすぎた。実際にはそんなにいな

い。宜伝は実態からかけ離れている」。

実際農業者で「専業戸」になっている者はき

わめて少ない。 1984年末の統計では，耕種業が全

「専業戸」の31.1g-,:， 林業2.5告， 畜産11.2忠，

漁業3.1白， 計48似である。最も阻要な貸糧生産

農家は，全中核専業農家の14白にすぎない。つま

り， 1984年末の農業者の中核専業農家は全農村世

帯の 1告強にすぎない0 1985年末にはその比率は

0. 7叡へ低下した(il:8)。

(2) 新型農業協同組合の実態

新型農業協同組合は当初， 1戸経営を基礎に協

同・提携関係をむすぶものをすべて呼んでいた。

たとえば、 トラクターの共同購入，共同所有の場

合さえ，これに入れていた。 1985年からはより厳

格な規定がなされた傭9)。

「新型農業協同組合とは，勤労者が相互に利益を求

め，共同経営，共同管理をするという原則にもとづい

新たな矛盾に悩む中国農業

て，一定の組織規模，仕事場と固定勤労者をもち，持

続的な経営項目をもち，会計単位であり，一つの分配

単位をもっている組織をいう」。

このなかには，個人業者や何世帯かのグループ

が政府から特定の経営を請負っている企業，労働

者を雇用している個人企業は含まない。また，人

民公社時代の社隊企業，今日の町村営企業は含ま

れない。町営企業は郷（鎮）政府が経営し， 村営企

業は村民委員会が経営しているもので，これら

は，従来の集団所有経済の範疇に入る。

新型協同組合に加入した世帯数は1986年末で

422万5000世帯である（注10)。農村全世帯数の2.2佐

弱である。その内容をみると，狭義の農業がきわ

めて少なく，非農業部門が圧倒的に多い。 1986年

の例でみると，組合数では，耕種業が2.3謳林

業・牧畜1.9似， 漁業が12.3ら「であり， これにた

いして，工業は48佐，運輸業が14.7叡，商業・飲

食業・サービス業の三つで10俗である。工業のな

かにどのくらいの農産物加工業があり，商業のな

かにどのくらいの農産物出荷糾合があるかは不明

である。また，農業生産諸資材や種子の供給網と

しては新型農業協同組合がどのくらいできつつあ

るのかも不明である。おそらく微々たるものであ

ろう。

中核専業農家と新型農業協同組合の発展情況を

みると塞々たるものがある。党中央改革派が期待

した農林牧漁業におけるこの二つの新しい農業組

織は発展するのか否か覚束ない。組織の改編にお

いて人民公社は 3年間で崩壊した。これにたい

し，新農業組合の組織化の方は， 7年経過すれど

も1店にみたないことを考えると，過去 7年間の

条件が持続するかぎり，新型農業協同組合はほと

んど発展する可能性がないと考えた方がよい。そ

うであれば，新型農業協同組合が 11本の農業協liil

I 5 
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組合のように国家にかわって「個人農」を掌握

し，一定の方向に誘導していくことはきわめて難

しいと思われる。

日本の農漿協同組合が農民をほぼ完全に前方連

関，後方連関，農村金融の面で掌握できているの

は，二つの理由がある。一つは，農民の加入率が

ほぼ 100似であること。 これには90年の歴史があ

る。第 2は日本政府が葵大な予算を使って農業政

策を遂行しているが， これは農業協同組合という

チャネルを通して実行していること。すなわち，

日本の農協は国家の農業発展予算の実施代行者の

役割を果たしている。この潤沢な政府予算がなか

ったら，農業協同組合の農民掌握は不可能であ

る。中国にはこの二つの条件が存在しない。

4. ―個人翠」の経済行動と新矛盾

政府が農業を行政的手段で発展させていく組織

であった人民公社に代わるべき，中核専業股家の

育成や新型農業協同組合の組織化が遅々として進

んでいないことを知った。その要因はどこにある

のか。

(1) 新矛盾

過去 2, 3年， 「個人農」制がもたらす新しい

矛盾を指摘する中国農業経済学者の研究が次第に

増加していろ。 2, 3紹介する。

第 1例（注11)＿「改革は商品交換関係を発展

させたが，農業の生産性を低下せしめるという

矛盾を大きくした。この数年，農業生産は粗放

化傾向が目立つ。たとえば，農田水利建設は縮

小し，有効灌漑面積は減少し，現有の水利施設の

必要な維持補修も十分に行なわれていない。農

地の管理面でも粗放化が起こっている。有機肥

料の投入・緑肥面積は大幅に減少し，地力の向

上を無視するようになった。ひどいところは，

耕地を放瑚したり，ほぽ放棄に近い状態のまま

I6 

にしておく現象が出ている」。

第 2例（注12)_「農民の経済情況が年をおっ

て好転しているが，農民の農業投資に対する関

心はますます低下している。一方では，農業基

本建設の「遺産」を食い尽くし，土地の肥力と

生産力は下降し，他方では，政府から農民まで

農業に投資をしなくなった。これが農業が直面

している深刻な問題である」。

第 3 例（注13)—農村を最も進んだ沿海省と一

般農村および貧困な辺境・山区の地域に分けて

以後農業発達区の江蘇，浙江両省についてつ

ぎのように言う。 「この地域が直面している問

題は農民の農業生産に対する積極性は高くな

く，投資は大幅に減少し，士地を荒らしたまま

放置する現象が発生している。それでいて農民

は土地を放棄したがらない。このため，土地の

分散情況は依然としてきわめて深刻である」。

この種の報告は各地からよせられているが，上

記3引用から，つぎのことが言えよう。第 1に，

農民の投資が急減していること。第 2に，地力の

枯渇化が発生していること。第 3に，農村経済の

発達している沿海省では， とくに農業生産への意

欲が低下していること。第 4に，農民は土地の耕

作権を放棄し，それを中核専業農家に集中し，経

営規模の拡大•生産性の向上する行動に出ていな

いこと。町村企業が発達しているところほど農民

の土地へのしがみつきが強い。

以上の農民の行動は，党中央の改革派が考えて

いた中核専業農家の育成，新型農業協同組合の組

織化の政策に反するものである。

(2) 経営規模の拡大を阻布する農民行動

党中央は，農村の過剰労働力を町村企業に吸収

すれば，耕地は必然的に技術力のある農民に集ま

り，経営規模の拡大がはかられると考えてきた。
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しかし，町村企業が発達している沿海省であれば

あるだけ，耕地を荒らし， しかも土地を放棄しな

いという農民行動が発生しているのである。この

理由を考察しよう。

理論的に「個人農」がとると予想される経済行

動は三つある。一つは，家族の自給部分を確保す

るための社会保険的行動，二つめは士地を資産と

して保有する行動，三つめは農業生産の利潤極大

化をめざす行動である。この行動はおのおの置か

れた条件・環境により異なる。市場条件が発達し

ていないところでは第3の経済行動はとれない

し，耕地面積が狭い農民は第 1の行動をとるであ

ろう。土地市場が存在し，耕地の市場価値が上昇

するところでないと第 2の行動は発生しない。

「個人農」制移行以後の 1戸当り農民の経営規

模別階層構成の資料はえられないが，その代替と

して1984年末の農家世帯 1人当り純収入別階層構

成資料がえられる。それによると，第 1表のとお

りである。この資料は「個人農」制になって以後

に行なわれた最も広範な調査で，サンプル数は 3

万7422戸である。平均値は 399元であるから，平

均以下は63.5f界でほぼ 3分の 2に近い。 400元以

下の農家の商品化率はきわめて低い。高収入層と

第1表 中国の農家 l人当り純収入別階層構成比
(1984年末）
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（出所） 中国農業年鑑編輯委員会編『中国農業年鑑
1986』北京農業出版社 1986年 302ページ。

新たな矛盾に悩む中国農業

りわけ 800元以上は，農業生産というより，他産

業で高収入をあげているのが一般的である。

政府は経営規模拡大をはかるために，土地使用

権の市場化を許可した。本来なら，耕地は村有で

あるから，農民Aが転業する際には，彼の耕地は

村に返還され，村が農民Bに新たに貸し与えるよ

うにしなければならない。しかし，現実は政府の

方針をこえ， AがBに直接土地使用権を貸し， B

はAに「小作料」を支払うようになった。中国語

では「転包」（又請負）と呼ぶ。党中央は1984年か

らこの又請負制を承認した。これは土地使用権の

流動化であり，これをとおして耕地が中核専業農

家に集中されることが期待された。しかし，事態

はすでに述べてきたように逆に動いている。

規模拡大の阻害要因 1--—平均以下の低所得

層は農業生産をしっかりやるであろうが，耕地

を社会保険として保有し続ける。農業をないが

しろにしないというのは，他の収入機会が少な

い層であるからだ。社会保険として耕地保有に

固執するのは，人民公社の解体で，従来の最低

の社会保障制度が消滅したからである。この層

は商品化の向上をめざしうる段階に達しておら

ず， 自給自足的生産に最も力を入れよう。中国

語でいう「小而全」（何でも栽培する）農家であ

る。

高所得層の農家で，その収入を町村企業など

からえている農民は，農業それ自体をいいかげ

んに行ない，耕地は手離さない。その理由は，

町村企業は小企業で，安定経営のものはいまだ

少数であることによる。したがって，社会保険

として耕地使用権を他人に貸与しない。

したがって，低所得層も高所得層も農業の生

産性向上には貢献しにくい。

規模拡大の阻害要因 2ー一ー要因 1は必然的に
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耕地使用権の貸出し供給量を少なくする。その

結果，耕地の賃貸料が上昇している。この現象

はいくつかの地域で発生しつつある。たとえ

ば，山西省の応山県の又請負いは総耕地面積の

1佐であり，賃貸料は純収入の 3分の 1に達す

るという (jll4)。同様な現象は吉林市の郊外農村

でも報告されている（注15)。党中央が又請負を承

認したさいは，小作料の額は土地の貸手の一家

の年間必要消費食糧（公定価格評価）であった。

この制限も実際の耕地需給関係によって，乗り

越えられている。

以上の理由から，党中央の中核専業農家の育

成高い労働生産性をもつ農業の発展政策は，ほ

とんど進んでいない。断片的な資料でもそれが裏

付けられる。又請負した面積が耕地総面積に占め

る比率は，山西省雁北地区0.9似(1985年）（注16)，山

西省運城地区0.1俗以下（同年，農家数）（注17)，黒竜

江省1.12俗（同年） （ttl8)である。

5. 「個人農」制の矛盾の打破に展望があるか

では， 他に， 「個人農」制の矛盾を打破する方

法は存在するのか。従来の社会主義協同糾合方式

は絶対とれない。日本の1960, 70年代の経営規模

拡大政策は正面・反面教師として参考に値するか

も知れない。

H本経済は1950年代後半から祁疫成長に入り，

73年の第 1次オイルショックまでその成長が続い

た。その間，梃大な人口が都市へ移動した。ちな

みに1983年以後の中国の股民の農村離脱は日本の

都市移動率をはるかに超えている。このような環

境のなかで， H本政府は1961年農業基本法を制定

した。その法律の精神は，一つは食物需要構造の

穀物中心から，動物性蛋白や野菜，果物需要への

変化に対応できる農業，二つめは規模の拡大を行

ない、国際競争力に近い生産性をもつ農業，を建
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第1図 日本の経営耕地規模別農家構成比（北海道
を除く）
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（出所） 農林水産省編『ポケット農林水産統計』農林
統計協会 1986年 113ページ。

設することであった。 25年経過した今日の日本農

業は，前者は成功したが，後者には失敗した。

その最大の理由は，工業化に伴い，都市近郊・

平原地帯の耕地の地価が値上りし，農民は耕地を

資産価値として保有する行動に出たため，中核専

業農家の経営規模の拡大に失敗したことによる。

第 1図に， 1戸当り耕地規模別構成比の変化を示

した。 0.5芦以下の経営農家の構成比がかえって

増加していることがわかる。現在，農業だけで経

営が成立する規模は 3芦以上である。他の階層は

兼業で家計が維持されている。

経営規模の拡大には，耕地を所有しなくても，

賃借する方法があるが，借地権が法的に強力であ

るため，この方法は有効に働いていない。

日本政府は農業構造改善事業費として経営規模

の拡大に毎年大量の賓金を注いできた。高度成長

により，政府は潤沢な歳入を きたからであ

る。この条件があったにもかかわらず，個人農の

土地資産保有行動によって，経営規模の拡大はほ

ぼ失敗したと，今Hでは評価されている。

H本農業と中国農業とは「個人農」制という点
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ゃ1戸当りの耕地経営規模の狭溢性など，相似し

ている点がある。しかし，発展段階や資金蓄積力

の点など幾多の相違点が多い。したがって同時代

における比較は大きな誤りを犯すかも知れない。

しかし 13本の経験からいうと， 「個人農」制のも

とで労働生産性の向上をもたらすような農業建設

はきわめて大きな困難を伴うということを指摘し

ておきたい。

（注 1) 章克難「論我国農村専業戸的産生 発展及

其重大作用」（『農業経済問題』 1983年第 9号） 16~17

ページ。

（注2) 万里前掲論文 11-155ページ〈9

（注 3) 『人民日報』 1983年11月16日 2ページ。

（注 4) I司上紙 1984年 3月29日 2ページ。

（注 5) r有関盛村専業戸調査的幾個問題」（『統

計』 1985年第 4号）あページ。

（注6) 「1984年農村専業戸調牡資料」（同上誌

1985年第12号） 42ページ。

（注 7) 陳雲「在中国共産党全固代表会滋上的講話」

（『新華月報』 1985年第 9号） 31ベージ。

（注 8) 虚邁他「現段隋農戸経済行為淡析」（『経済

研究』］987年第 7号） 68ページ。

（注9) 国家統計局編『中匡統計年鑑 1986』北京

中国統計出版社 1986年 228ペ・・・ン。

（注10) 『人民 H報』 1987年 5月27日。

（注II) 劉文瑛「解決贋業剰余労働力需要綜合性政

策」（『中匡農村経済』 1987年第 1号） 45ページ 0

（注12) 弧進選「従農村当Iif]形努諒深化改革的問

返」（『農村経済問穎』 1987年第 7号） 32ページ。

（注13) 同上論文。

（注14) 乍中賓「士地有伯“転包”問題初探」（『農

業経済間辿』 1985年第 9号） 37~39ペー _;9〉

（注15) 趙軍翔「也談土地有償転包」（同上誌 19 

85年箆 9号） 40~4'1ペ・ージ。

新たな矛盾に憐む中国農莱

（注16) 賀鋭「有関土地集中経常的幾個問臨」（『農

業技術経済』 1986年第2号） 9ページ。

（注17) l,馬振祥「耕地向種田能手集中初探」（『複印

報刊嚢業経済』 1987年第6号） 129ページ。

（注18) 李俊華「筋論耕地相対集中的発展趨勢」

（同上誌 1986年第11号） 173ページ。

結 企
皿

――1-n 

人民公社解体以後，農業組織がどのように変化

し，「個人農」の経営権はどこまで確立されたか，

そしてこの新制度の矛屈はどこにあるのか，を分

析した。結論はつぎのとおりである c

(1 l 分散した「個人農」を統合する新しい農

業協In]組合が形成されないので， 日本の農村よ

り「より資本主義的」でさえある。 「個人農」

はそれだけ大きな自由度をもつ。

(2) しかし，この新農業制度は，党中央改革

派の期待とは逆に，労働生産性の向上を伴う農

業発展の実現を阻害する新しい矛盾を生み出し

つつある。

(3) この新矛盾を解決するために，従来の人

民公社方式による農業建設方式にはもとより戻

れない。また， 日本が1960, 70年代に行なった

ような菓大な財政資金で農業を近代化する条件

を中国はもっていない。その日本農業が規模拡

大に失敗したことを若慮すると，その条件のな

い中国は， 目的実現のために，測りしれないほ

ど不利な情況に置かれている。

（大東文化大学教授）
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